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1　重要な会計方針に関する事項
（１） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており、金額百万

円未満の科目については「０」で表示しています。

（２） 有価証券（外部出資勘定の株式を含む）の評価基準及び評価方
法は、有価証券の保有目的区分毎に次のとおり行っています。

・子会社･子法人等株式
及び関連法人等株式

･･･ 原価法（売却原価は移動平均法によ
り算定）

・その他有価証券････････ 時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）。ただし、市場価格
のない株式等については、原価法（売
却原価は移動平均法により算定）。

　　　　　　　　　　　　  なお、取得価額と券面金額との差
額のうち金利調整と認められる部
分については償却原価法による取
得価額の修正を行っています。

（３） 金銭の信託（合同運用を除く）において信託財産を構成してい
る有価証券の評価基準及び評価方法は、上記（２）の有価証券
と同様の方法によっており、信託の契約単位毎に当年度末の
信託財産構成物である資産及び負債の評価額の合計額をもっ
て貸借対照表に計上しています。

（４） デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。

（５） 有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただ
し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については定額法）を採用し、資産から直接減額して
計上しています。
また、主な耐用年数は次のとおりです。
建　物　　38年～50年
その他　　 5年～18年

（６） 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しています。そ
のうち自社利用のソフトウェアについては、当会における利
用可能期間（５年）に基づいて償却しています。

（７） 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資
産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とし
た定額法により償却しています。なお、残存価額については、
０としています。

（８） 外貨建資産は、主として決算日の為替相場による円換算額を
付しています。

（９） 引当金の計上方法
①貸倒引当金

貸倒引当金は、「経理規程附属書　資産の償却・引当の計上
基準」に則り、次のとおり計上しています。
正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む）に相当す
る債権については、主として今後３年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、３年間の貸倒実績を
基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に
基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加
えて算定しています。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担
保の処分可能見込額、保証による回収可能見込額並びに債
権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フ
ローを合理的に見積って算出した回収可能額を控除した残
額を計上しています。
破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権について
は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除した残額を計上しています。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連
部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しています。

②賞与引当金
賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に
対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰属する額を計
上しています。

③退職給付引当金
退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当年度
末における職員の自己都合退職の場合の要支給額を基礎と
して計上しています｡

④役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員の退任給与の支給に備えるた
め、「役員退職慰労金規程」に基づき、当年度末要支給見積額
を計上しています。

⑤相互援助積立金
相互援助積立金は、新潟県ＪＡバンクの信用向上に資する
ための支援に備えるため、「新潟県ＪＡバンク支援制度規
程」に基づき、必要額を計上しています。

（10） ヘッジ会計の方法
リスク管理規程及びヘッジ取引の方針に基づき、ヘッジ対象に
係る為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしています。
①為替変動リスク・ヘッジ

外貨建有価証券から生じる為替変動リスクに対するヘッジ
会計の方法は時価ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ手段である先
物為替予約取引によりヘッジ対象である外貨建有価証券の
為替変動リスクが低減されることを、為替相場の変動割合
に基づく比率分析によって確認することで行っています。

（11） 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税（以下｢消費税等｣という）の会計処理
は、税抜方式によっています。ただし、有形固定資産に係る
控除対象外消費税等は当年度の費用に計上しています。

2　会計上の見積りに関する事項
会計上の見積りにより当年度に係る計算書類にその額を計上した
項目であって、翌年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能
性があるものは、次のとおりです。

（１） 貸倒引当金
①当年度に係る計算書類に計上した額

貸倒引当金　839百万円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する
理解に資する情報
ａ　算出方法

貸倒引当金の算出方法は、「１ 重要な会計方針に関する
事項」「（９）引当金の計上方法」「①貸倒引当金」に記載
しています。

ｂ　主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将
来の業績見通し」です。「債務者区分の判定における貸
出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力
を個別に評価し、設定しています。

ｃ　翌年度に係る計算書類に及ぼす影響
個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた
仮定が変化した場合は、翌年度に係る計算書類における
貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（２） 金融商品の時価
①当年度に係る計算書類に計上した額

「５ 金融商品に関する事項」「（２）金融商品の時価等に関す
る事項」に記載しています。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する
理解に資する情報

●令和6年度注記表
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科 目 令和６年度
（令和６年４月１日から
令和７年３月31日まで）

令和７年度
（令和７年４月１日から
令和８年３月31日まで）

経 常 収 益 21,716 23,612
資 金 運 用 収 益 16,601 18,369

貸 出 金 利 息 1,406 2,417
預 け 金 利 息 715 2,415
有価証券利息配当金 8,551 7,428
コ ー ル ロ ー ン 利 息 0 －
そ の 他 受 入 利 息 5,927 6,107

（ う ち 受 取 奨 励 金 ） （5,927） （6,107）
役 務 取 引 等 収 益 115 116

受 入 為 替 手 数 料 22 22
その他の受入手数料 92 94
その他の役務取引等収益 0 0

そ の 他 事 業 収 益 388 219
受 取 助 成 金 － 0
国 債 等 債 券 売 却 益 352 185
受 取 出 資 配 当 金 35 34

そ の 他 経 常 収 益 4,610 4,906
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 96 239
株 式 等 売 却 益 1,010 1,261
金 銭 の 信 託 運 用 益 3,452 3,357
そ の 他 の 経 常 収 益 50 47

経 常 費 用 17,822 19,000
資 金 調 達 費 用 9,585 12,230

貯 金 利 息 694 3,528
そ の 他 支 払 利 息 8,890 8,701

（うち支払奨励金） （8,889） （8,695）
役 務 取 引 等 費 用 629 617

支 払 為 替 手 数 料 17 24
そ の 他 の 支 払 手 数 料 610 591
その他の役務取引等費用 2 1

損益計算書… （単位：百万円）

科 目 令和６年度
（令和６年４月１日から
令和７年３月31日まで）

令和７年度
（令和７年４月１日から
令和８年３月31日まで）

そ の 他 事 業 費 用 4,001 1,812
外 国 為 替 売 買 損 276 1,033
国 債 等 債 券 売 却 損 3,724 778
金 融 派 生 商 品 費 用 － 0

経 費 3,125 3,081
人 件 費 1,488 1,558
物 件 費 1,452 1,354
税 金 183 168

そ の 他 経 常 費 用 480 1,258
株 式 等 売 却 損 164 177
金 銭 の 信 託 運 用 損 316 1,081
そ の 他 の 経 常 費 用 0 0

経 常 利 益 3,894 4,611
特 別 損 失 133 6

固 定 資 産 処 分 損 1 6
減 損 損 失 132 0

税 引 前 当 期 利 益 3,761 4,604
法人税、住民税及び事業税 595 561
法 人 税 等 調 整 額 △ 19 △ 31
法 人 税 等 合 計 575 530
当 期 剰 余 金 3,185 4,073
当 期 首 繰 越 剰 余 金 8,025 8,068
当 期 未 処 分 剰 余 金 11,210 12,142

剰余金処分計算書… （単位：百万円）

科 目 令和６年度 令和７年度

当 期 未 処 分 剰 余 金 11,210 12,142
任 意 積 立 金 取 崩 額 10 8

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 10 8
計 11,220 12,151

剰 余 金 処 分 額 3,152 4,048
利 益 準 備 金 700 900
出 資 配 当 金 482 482

普 通 出 資 配 当 金（ 配 当 率 ） 219（1.0%） 219（1.0%）
後 配 出 資 配 当 金（ 配 当 率 ） 262（0.5%） 262（0.5%）

事 業 分 量 配 当 金 1,970 2,666
次 期 繰 越 剰 余 金 8,068 8,102

（注） １．令和６年度の事業分量配当金の配当基準は、総合ＪＡの令和６年度奨励金対象平残の基本部分に対し0.140％の割合です。
　　 ２．令和７年度の事業分量配当金の配当基準は、総合ＪＡの令和７年度奨励金対象平残の基本部分に対し0.190％の割合です。




